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ことはできないものの、平成 24 年の年間自殺者数は、14 年ぶりに 3 万人を下回ることと
なった。 
一方、このような成果がもたらされた反面、以下のような課題も残されている。 
自殺対策の推進には、関係省庁による積極的な取組が求められているが、内閣府自殺対
策推進室も、約 2 年単位で職員が異動するため、組織としての政策の継続性や専門知識を
持った職員の確保が困難という現状がある。さらに、内閣府が他の中央省庁よりも「一段
上」の立場であるとはいえ、実際には強い権限を用いて取りまとめを行うといったことま
ではできていないのが現状である。 
そして、NPO法人ライフリンク等の自殺対策に取り組む民間団体も、民間団体同士はネ
ットワークが不完全であり、多くの民間団体が経済的にも自立できない状態である。 
自殺対策には、これまで巨額の予算が投入されてきたにもかかわらず、「政策の効果」に
ついては、未だに分析が行われていない。自殺対策に関しては、平成 18年 6月に自殺対策
基本法が成立して以来、数々の自殺対策が実施されてきたが、国及び地方（特に市町村）
においてどのような政策が実施され、その成果がどのようなものであったか、その効果検
証は未だ不十分である（『平成 24年版自殺対策白書』等）。 
そのような状況に加え、自殺対策そのものに関する研究が少ない上に、どのような自殺
対策を実施すべきか、国家における自殺対策の推進モデル、地方公共団体（地域）におけ
る自殺対策の推進モデルもいまだ提案がなされていない。そのため、これからの研究にお
いては、日本におけるさらなる自殺対策の推進のためにも、地域における自殺対策を分析
し、国家・地域モデルの立案を行うことが重要であると考える。 
自殺者数は 3 万人を切ったが、なお多くの方々が自ら命を絶つ現状は変化していない。
そのような中で、今後、政府における自殺対策の更なる推進のために求められるのは、民
間団体同士によるネットワーク化の実現と真の内閣府との官民協働、自殺対策に関する知
識を持つ研究者及び行政官が増えることが必要である。 
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